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高齢者のいる世帯数の推移と今後の見通し（鹿児島県）

出典：H27まで国勢調査
H32以降は国立社会保障･人口問題研究所
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鹿児島県の住宅確保要配慮者を取り巻く状況
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住宅確保要配慮者に対する入居制限の状況（鹿児島県）
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出典：鹿児島県居住支援協議会アンケート調査(H29.10～11 n=320)

【主な条件】
・保証人を親族や
雇用主に限定
・代理納付制度を
利用の条件
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出典：鹿児島県居住支援協議会アンケート調査(H29.10～11 n=320)
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子育て⇒保証会社の審査
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障害者⇒近隣住民との協調性

高齢者のみ⇒孤独死

高齢単身⇒孤独死

入居制限の理由（鹿児島県）
－属性ごとの１位－

《必要な支援》

死亡時の残存家財処理

見守りなどの居住支援

見守りなどの居住支援

家賃債務保証の情報提供

家賃債務保証の情報提供

家賃債務保証の情報提供

入居トラブルの相談対応
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●入居制限に関するアンケートのまとめ（世帯属性別）
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公営住宅のストック数（鹿児島県）

○県内の公営住宅では、構造や設備の老朽化が進んでいる住
宅も多く、計画的な建替や改善等が求められています。

○今後、公営住宅の大幅な増加は見込めません。

昭和40年～昭和50年建設の
公営住宅
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空き家の数（鹿児島県）

○民間の空き家・空き室は多く、中には戸建て空き家など活
用可能なものも数多く存在します。

空
き
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数
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戸
）

賃貸や売却用のた
め空き家になって
いる件数

空
き
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率
（
％
）

出典：住宅・土地統計調査
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１ 設立日 平成２４年８月

２ 構 成
【不動産関係団体】
鹿児島県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会鹿児島県本部

【居住支援団体】
鹿児島県社会福祉協議会
NPO法人やどかりサポート鹿児島（居住支援法人）
鹿児島県住宅・建築総合センター（事務局）

【地方公共団体】
県（住宅政策室） ※福祉３課と連携（社会福祉課・高齢者生き生き推進課・障害福祉課）

鹿児島市、鹿屋市、阿久根市、出水市、西之表市、薩摩川内市、
日置市、霧島市、いちき串木野市、志布志市、伊佐市、姶良市、
三島村、長島町、湧水町、大崎町、錦江町、南大隅町、肝付町、
中種子町、南種子町、大和村、宇検村、瀬戸内町、徳之島町、
伊仙町、与論町（２７市町村）

鹿児島県居住支援協議会の取組
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●ＮＰＯ法人やどかりサポート鹿児島

 ホームレス支援と障がい者支援が出合い、共通の課題であ
る「連帯保証問題」を解決することを目指して、約1年間の
議論と準備期間を経て、 2007年(平成19年)に設立

 鹿児島県内で、障害、貧困、高齢といった社会生活上の困
難により、連帯保証人の確保ができないためにアパートを
借りることができず、自立した生活を阻害されている人に
対して、
「連帯保証提供事業」を含む
「居住支援」を提供
することにより、利用者の方々が地域で安心して暮らせる
ように支援

 2017年(平成29年)度から、鹿児島県居住支援協議会に参加
同年、鹿児島県第1号の居住支援法人に指定
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 やどかりサポート鹿児島の連帯保証提供事業は「支援者」
の配置がポイント

 支援者は、継続的なサポートにより利用者が孤立すること
なく安心して生活が送れるよう支援

 連帯保証提供事業を県下全域に展開するため、行政や地域
福祉の担い手に「支援者」となってもらう
地域福祉連携型連帯保証提供事業（地域福祉保証）
へブラッシュアップ 11



居住支援協議会の取組状況

鹿児島県居住支援協議会では、平成29年10月施行の住宅セーフティネット法
改正の動きにあわせて、次の取組を実施している。
① 協議会組織の強化(構成団体７→３３)

② 協議会活動の活性化(国の重層的住宅セーフティネット構築支援事業の活用)

29年度の取組

相談窓口 実態把握 意見交換 居住支援

電話相談窓口の設置
（協議会事務局・ＮＰＯ）

福祉窓口アンケート
不動産事業者アン
ケート

市町村意見交換
不動産事業者ワーキ
ング

居住支援団体の掘り
起こし

相談需要あり 居住先の不足

オーナー拒否感

入居支援の必要

不動産と福祉連携の声

不動産事業者の声

様々な団体の存在

・延べ２２３件
うち２５件住居確保

・紹介できる物件の不足

・要配慮者の入居制限あり
（孤立死、家賃不払不安）

・居住支援を求める声あり

・住宅・福祉連携の必要

・オーナーの理解が不可欠
・不動産事業者のインセン
ティブの必要

・県下１０団体
・団体紹介のパンフレット
発行(福祉窓口に配布)

●鹿児島あんしん居住サポート事業（平成２９年度～）
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 相談窓口の継続

 居住支援団体の更
なる掘り起こし

 居住支援団体の
ネットワーク化

 オーナーの不安解消
 地域での取組の活性化

30年度の取組

次の展開

①相談窓口の運営
延べ１９８件（うち３１件住居確保）H31.2月現在

②ＷＧによる意見交換
WG１：不動産事業者との意見交換

⇒不動産事業者の登録制度（かごしまセーフティネット住宅協力店）

WG２：弁護士、司法書士、不動産事業者との意見交換
⇒賃貸オーナーの不安解消のための死後事務の枠組み検討

③市町村との居住支援意見交換
鹿児島市、鹿屋市、薩摩川内市、霧島市、瀬戸内町

④居住支援団体の掘り起こし
新たに４団体追加（１４団体）

⑤居住支援団体のネットワーク会議の開催
４居住支援団体の発表、意見交換（H30.12.21開催） 13



●かごしまセーフティネット住宅協力店

【問合せ先】公益財団法人鹿児島県住宅建築総合センター企画課（協議会事務局）

☎０９９－２２４－４５４３ 14



●賃貸オーナーの不安解消のための枠組み等の検討

○保険を活用した死後の対応スキームの検討

○死後事務委任契約のモデル契約書式の作成
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●かごしま居住支援ネットワーク

せせらぎ

共生ホーム

徳之島くらし・
しごとｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

生活困窮者の
居住相談

やどかり
サポート鹿児島

連帯保証人提供

あおぞら

障がい者居宅介護
障がい者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

デューン

精神科訪問看護
住宅支援

オレンジの里

地域生活支援ｾﾝﾀｰ
（障がい者支援）

チームせとうち
我が事･丸ごと

空き家活用

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

あゆみ

サブリース

ひだまり

地域活動支援ｾﾝﾀｰ
（障がい者支援）

大隅くらし・
しごとｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

生活困窮者の
居住相談

サポートハウス

シェルター提供
（女性含む）

インビクト

障がい者支援
自立準備ホーム
シェルター提供

うぇるふぇあ
ハイツ･ワンステップ

社会復帰ｱﾊﾟｰﾄ

かごしまﾎｰﾑﾚｽ
生活者支えあう会

ホームレス支援
シェルター提供
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